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１ 計画の概要 

(1) 趣旨 

障害のある方が地域で自立した生活を送るための基盤として、就労支援は重要であ

り、一般就労を希望する方には、できる限り一般就労していただけるように、一般就

労が困難である方には、就労継続支援Ｂ型事業所等での工賃の水準が向上するよう

に、それぞれ支援していくことが必要です。 

新潟県では、これまで「新潟県障害者授産施設工賃倍増計画」（期間：平成 19 年度

から 23 年度まで）、「新潟県工賃向上計画」（期間：平成 24 年度から 26 年度まで、

平成 27 年度から 29 年度まで、平成 30 年度から平成 32 年度まで）を作成し工賃向上

に取り組んでまいりました。 

その結果、本県の平均工賃月額は平成 30 年度には 15,000 円に達しました。しかし

ながら、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により事業所の生産活動が停滞したこ

ともあり、令和２年度は 14,325 円となり、この時点で目標とした 16,000 円には達し

ておらず、引き続き、工賃向上に計画的に取り組んでいくことが必要です。 

平成 31 年に改定した県の最上位の行政計画である「新潟県総合計画」（以下「総合

計画」という。）においては、平均作業工賃月額を達成目標（成果指標）として、工

賃向上に取り組んでいくこととしています。 

また、国においても、令和３年３月に「『工賃向上計画』を推進するための基本的

な指針」（以下「基本指針」という。）を一部改正し、令和３年度以降も工賃向上に

向けた取組を推進することとしています。 

以上のことから、基本指針及び総合計画に基づき新たに「新潟県工賃向上計画」

（以下「計画」という。）を作成し、引き続き工賃向上に積極的に取り組んでまいり

ます。 

 

(2) 期間 

令和３年度から令和５年度までとします。 

 

(3) 対象 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第

123 号）第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業（就労継続支援Ｂ型を行う事

業に限る。）を行う事業所とします。 

 

(4) 計画の作成及び進行管理・推進体制 

計画は、新潟県自立支援協議会就労支援部会の意見聴取を経て作成しました。 

なお、計画の達成状況について新潟県自立支援協議会就労支援部会で評価を行い、

必要に応じて見直しを行うなど、計画の推進を図ってまいります。 

 



 

２ 

 

 

 

２ 県平均作業工賃月額実績 

(1)【表１】県平均作業工賃月額実績の推移（H24～R2）（カッコ内は前年度比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)【表２】年度別工賃実績別事業所数（H30～R2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※10,000 円～14,999 円の範囲に多く分布。20,000 円以上の事業所が H30 までは増加

を続けたが、R1、R2 は減少。新型コロナ感染症の影響が推察される。 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

0～4,999 7 11 12 13 14 13

5,000～9,000 52 46 52 43 42 51

10,000～14,999 59 60 62 68 77 87

15,000～19,999 39 42 42 38 46 45

20,000～24,999 12 13 15 25 21 19

25,000～29,999 5 5 5 14 11 12

30,000～35,000 7 9 9 9 10 6

合計事業所数 181 186 197 210 221 233

(参考)平均工賃月額(円) 14,378 14,510 14,472 15,189 15,083 14,325

平均額以上事業所数 68 73 78 82 85 93

平均額以上事業所割合(％) 38 39 40 39 38 40

平均工賃月額（円）
年度別事業所数

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

事業所数 145 155 169 181 186 197 210 221 233

(10) (14) (12) (5) (11) (13) (11) (12)

工賃支払総額 584,993 641,586 723,835 791,087 842,507 877,984 985,255 1,023,239 1,008,210

（千円） (56,593) (82,249) (67,252) (51,420) (35,477) (107,271) (37,984) (▲15,029)

月延べ人数 43,928 47,824 51,233 55,022 58,063 60,668 64,866 67,839 70,379

（人） (3,896) (3,409) (3,789) (3,041) (2,605) (4,198) (2,973) (2,540)

平均工賃月額 13,317 13,416 14,128 14,378 14,510 14,472 15,189 15,083 14,325

（円） (99) (712) (250) (132) (▲38) (717) (▲106) (▲758)

平均工賃時間額 155 159 170 175 178 182 191 192 185

（円） (4) (11) (5) (3) (4) (9) (1) (▲7)

全国平均月額 14,190 14,437 14,838 15,033 15,295 15,603 16,118 16,369 15,776

（円） (247) (401) (195) (262) (308) (515) (251) (▲593)



 

３ 

 

 

 

３ 工賃向上に向けた主な取組 

(1) 進出準備・研究経費等支援事業（H27～R2） 

新規分野に進出しようとする事業所に対し、準備・研究や初期設備整備を支援する

事業を実施しました。 
  ○進出準備・研究経費等支援事業活用事業所の工賃実績 
 
 
 
 

※補助金交付例：野菜保冷庫の購入、パンミキサー・作業台の購入、 

        基盤解体用具の購入、井戸掘削工事等 

 

(2) 農作業受託サポーター配置事業（H27～R1） 

農業分野における障害者の福祉的就労の機会の創出・拡大により、障害福祉サービ

ス事業所で働く障害者の工賃向上を図るため、農家等と障害福祉サービス事業所の間

に入って、農作業の受注開拓や調整、作業支援を行う農作業受託サポーターを配置す

る事業を実施しました。 
  ○農作業受託サポーター配置事業活用事業所の工賃実績 
 
 
 
 
 
 

※農作業受託例：除草作業、苗箱洗い、シール貼り、そばの実脱皮作業、 

         レタス苗植え、梅の収穫、加工用トマト選別等 

 

(3) 農福連携コーディネーター配置事業（R2～） 

働き手の確保が求められている農業分野と福祉的就労の機会の創出・拡大が求めら

ている福祉分野を結びつけ、双方の発展を図るため、農作業の受注開拓や調整等を行

う農福連携コーディネーターを配置する事業を実施しました。 

  ○農福連携コーディネーター配置事業活用事業所の工賃実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 H27 H28 H29 H30 R1 R2

事業活用事業所数 14 10 15 8 7 7

事業活用事業所の
R2平均工賃月額

15,003円

年度 H27 H28 H29 H30 R1

事業活用事業所数 8 19 26 28 17

事業実施事業所の
平均工賃月額

16，492円 21,556円 19,327円 16,373円 16,049円

年度 R2

事業活用事業所数 20

事業実施事業所の
平均工賃月額

14，531円



 

４ 

 

 

 

４ 目標工賃 

 (1) 目標工賃月額 

 

 

 

 

 

 

※事業所が掲げる目標工賃：240 事業所が作成した工賃向上計画の平均値。 

 

 (2) 目標工賃の考え方 

「総合計画」において、就労継続支援Ｂ型事業所の作業工賃の平均月額を令和２年

度は 16,000 円、令和６年度は 19,000 円としていることから、前期工賃向上計画にお

いても最終年度である令和２年度の目標を 16,000 円としましたが、目標を達成する

ことができませんでした。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生産活動の停滞からの回復を目指すた

め、前期計画の目標値と同額を、引き続き、今期計画の目標値に設定しました。 

 

 【参考】総合計画における目標値の考え方 

障害者が経済的に自立するためには、生活保護費（最低生活費）と照らし合わせた

際の必要工賃額（22,000円）を目指す必要があります。まずは全国平均に追いつくこ

とを中間目標（平成32年度）とし、最終目標（平成36年度）は中間目標と22,000円

の中間値としました。 

（※「７ 資料 (1)【資料１】新潟県総合計画について」参照） 

 

５ 現状と今後の課題 

  近年の就労継続支援Ｂ型事業所の工賃について、工賃支払総額は年々増加しているも

のの、利用者の増加及び利用者の就労日数が不安定なことなどにより、平均工賃月額は

伸び悩んでいる実態があります。 

利用者の高齢化や重度化が進んでいる現状もあり、高工賃を求める利用者と、どちら

かというと高工賃よりは、安心して働き・過ごせる環境を望む利用者が混在している事

業所も多数あることも、平均工賃月額が上がらない要因の一つと考えられます。 

一方、令和３年度の報酬改定において、これまでの「平均工賃月額」に応じて評価す

る体系に加え、利用者の多様な就労支援ニーズへ対応するため、平均工賃月額ではなく

「利用者の生産活動等への参加等を支援したこと」をもって評価する体系が新たに設け

られたところです。 

また、事業所を取り巻く状況として、令和２年に発生した新型コロナウイルス感染症

年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

目標工賃月額 15,400円 15,700円 16,000円

(参考)事業所が
掲げる目標工賃(※)

14,427円 14,801円 15,255円



 

５ 

 

 

 

の感染拡大があります。イベント等の中止による販売機会の減少、企業からの受注の減

少や利用者の利用控え、事業所の休止など、広く事業所の生産活動に影響を及ぼしてい

ます。 

このような状況を踏まえ、県としては、新型コロナウイルス感染症の影響も注視しつ

つ、すべての事業所におけるより効率的な経営及び工賃向上の取組を支援するととも

に、年齢、障害程度、生活環境など異なる利用者ひとりひとりが働くことの喜びややり

がいを得ながら地域で自分らしく生き生きとした生活を送ることができるよう、それぞ

れの事業所に応じた工賃の向上を目指し、県の施策を推進していきます。 

 

６ 具体的方策 

 (1) 事業所に対する支援 

    ア アウトソーシング推進事業 

県業務の事業所へのアウトソーシングをさらに推進するとともに、事業所からの

物品等の調達を促進することにより、県庁調達を拡大し、事業所の仕事量の確保を

支援します。 

 

    イ ネットワーク定着･拡充事業、授産活動コーディネート事業 

各事業所及びネットワークにおける授産製品・サービスの質の向上と量の確保を

促進するため、授産活動コーディネーターの配置や、ネットワークの定着・拡充を

支援します。 

 

  ウ 新規分野進出支援事業 

授産製品・サービスの質の向上を支援するため、新規分野に展開しようとする事

業所の進出準備・研究経費を助成します。 

 

   エ 農福連携事業 

農業分野での仕事量の増加を図るため、農福連携コーディネーターの配置を行う

とともに、農福連携の県民への普及啓発や販路拡大を図るため、農福連携マルシェ

を開催します。 

 

  オ 障害者優先調達推進法に基づく物品等の調達 

障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針を定め、前年実績

を上回ることを目標に取り組むこととしています。 

 

 (2) 普及啓発 

  ア 県民への働きかけ 

県民の購買促進等に向けて、県ホームページ等を通して授産製品等をＰＲしま

す。 



 

６ 

 

 

 

  イ 企業への働きかけ 

企業の発注促進に向けて、「授産活動コーディネート事業」や各種の広報機会を

活用し、対象事業所が提供する製品・サービスをＰＲします。 

 

  ウ 市町村への働きかけ 

会議等において、発注促進とともに積極的な支援について働きかけます。 

また、同一市町村内の各事業所が連携して業務を受注することができるよう、事

業所間で構成される共同受注窓口の設置等に係る支援について働きかけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

７ 

 

 

 

７ 資料 

(1)【資料１】新潟県総合計画について 

○ 平成32年度及び平成36年度の目標工賃 

障害者が経済的に自立するためには、最終的に生活保護費（最低生活費）と照ら

し合わせた際の必要工賃額（22,000円）を目指す必要がありますが、本県の就労継

続支援Ｂ型事業所における工賃月額（平成27年度）が全国33位であることから、中

間目標としてまずは全国平均に追いつくことを目標とします。平成36年度の目標値

は、過去の工賃実績を踏まえ、平成32年度の目標工賃16,000円と22,000円の中間値

である19,000円とします。 

 

  【平成32年度の目標工賃】 【平成36年度の目標工賃】 

16,000円         19,000円 

 

〔表１〕生活保護費（最低生活費）と照らし合わせた際の必要工賃額 

・グループホームを利用し障害基礎年金二級を受給するケースを想定 

 
 

（参考） 

 

項目 金額（円） 備考

グループホーム家賃 10,279 グループホーム平均家賃（３級地－２）
（障害福祉課調べ）

日常生活に必要な費用 64,030
生活扶助基準額参照　※

（食費・被服費・光熱水費等）

その他経費 22,630
障害者加算額参照　※

（タクシー利用等、障害による特別需要）

　支出計（A） 96,939

障害基礎年金２級 64,941 H29年額779,300円/12月

特定障害者特別給付費 10,000 グループホーム家賃補足給付

　収入計（B） 74,941

　不足額（C）＝（A－B） 21,998 必要工賃額

※生活保護制度（単身世帯、年齢20～40歳、障害等級表２級、３級地－２）における
　最低生活費を参照。

就労継続支援B型事業所の目標工賃と工賃実績（月額） 　　　　単位：円

14,128 14,378

16,000

19,000

22,000

14,838 15,033

16,000
16,907

13,000
14,000
15,000
16,000
17,000
18,000
19,000
20,000
21,000
22,000
23,000

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40

県の目標工賃 全国平均額（見込み）



 

８ 

 

 

 

(2)【資料２】令和３年度新潟県自立支援協議会就労支援部会出席者 

（※圏域・市町村順） 

所属 (参考)【圏域】市町村
 

【障害福祉サービス事業所（就労継続支援Ｂ型事業所）】  

（特非）のんぴーり青山の会 のんぴーり青山 【新潟】新潟市西区 

（福）新潟もぐら会 もぐら工房 【新潟】新潟市西区 

（福）柏崎市社会福祉協議会 かしわハンズ 【中越】柏崎市 

（福）上越市社会福祉協議会 板倉ふれあい工房 【上越】上越市 

（特非）立野福祉会 障がい者就労トレーニングファーム 

 チャレンジド立野 
【佐渡】佐渡市 

【市町村】  

新潟市福祉部障がい福祉課 【新潟】新潟市中央 

上越市福祉部福祉課 【上越】上越市 

 

○事務局 

新潟県福祉保健部障害福祉課（担当：地域生活支援係） 

〒950-8570 新潟県新潟市新光町４番地１ 

TEL：025-280-5212  FAX：025-283-2062 

E-mail:ngt040260@pref.niigata.lg.jp 
 


